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当社は従来から低環境負荷型の現パナマ運河可航型の自動車運搬船をお客様に提供してい

る．2014 年には新パナマ運河の完工が予定され，新運河を想定した新自動車運搬船を紹介する

とともに当社が取り組む自動車運搬船における省エネ環境対策を紹介する． 

|1. 新型省エネ自動車運搬船の特徴 

新型省エネ自動車運搬船の特徴を主要目も含め図１に示す． 

      

    従来自動車運搬船 (現パナマ運河可航) 新パナマ可航船 (新パナマ運河可航)

  全長 (m) 約 200 約 225 

  幅 (m) 32.26 35.50 

  深さ (m) 34.50 39.00 

  満載喫水 (m) 9.7 9.7 

  自動車数 (RT 換算) (台) 6340 8500 

  主機関最大出力 (kW) 14315 15400 

  船速 (kt) 20.35 20.0 

  

  図１ 三菱 省エネ型 新パナマ運河可航自動車運搬船 

      

(1) 適切な主寸法選定 

新パナマ運河可航型自動車運搬船の幅は 35.5m，全長は約 225ｍとした．船の主寸法は積

載台数を約 8000 台として主寸法の選定を行ったが，2014 年完工予定の新パナマ運河可航最

大船幅 160’（約 48.8m）に比べ比較的狭い船幅となっている．適切な主寸法選定により従来の
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パナマ運河可航船に比べ大幅な主機馬力増加せずに積載台数の増加を行い，船の安定性を

確保する海水バラスト水を現パナマ可航型船に比べ大幅な削減が可能となり新船型では車両

１台あたりの主機燃料消費量はおおよそ 20％の低減が可能となった． 

(2) ハイブリット発電システム 

太陽光発電システムとリチウムイオン電池を組み合わせたハイブリット電力システムを国土交

通省の“船舶からの CO2 削減技術開発事業”の補助対象事業として（株）商船三井，三洋電機

（株）と現在共同開発を進めている．自然エネルギーを有効活用し，大洋航行中に太陽光発電

システムで発電した電気をリチウムイオン蓄電池に蓄え，停泊中に消費することでディーゼル

発電機を停止し，停泊中のゼロエミッションを目指すものであり，本システムを装備した現パナ

マ運河可航型“ハイブリット自動車船”は 2012 年に竣工予定である． 

(3) 三菱ウインドスクリーン 

船体に作用する前方及び斜め前方からの風による抵抗増加を軽減するウインドスクリーンを

装備する．これによる効果は上甲板上の居住区画，通風ファン等の配置，形状にもよるが実海

象域での馬力低減効果は最大で１％程度が期待できる． 

(4) 三菱ステーターフィン 

プロペラ後方のラダーホーンに装備する固定翼にてプロペ後流の回転エネルギーを回収す

る省エネ装置．３～４％の馬力低減効果が期待できる． 

(5) 環境保護型燃料油タンク 

船底の燃料タンクはバラスト水タンクを外板側周囲に配置することにより外部からのダメージ

による燃料油流出の危険性を低下させる IMO 保護規則対応のタンク配置である． 

(6) 主機関排熱回収省エネプラント 

排熱回収プラントを取巻く環境は，プロペラ・船型改善による推進必要馬力の低減，排ガス

NOx 規制(Tier II)による排ガスエネルギーの減少により，航海中の船内電力を賄うことがますま

す困難になってきた．しかしながら，近年の主機過給機の効率向上に伴い，高効率過給機

MET-MA を適用し，過給機入口排ガスの一部(約 10％)をバイパスすることが可能となってき

た．抽気可能となった排ガスの使い方としては，①過給機出口の排ガスと合流させて排ガス温

度を上昇させ，従来の排エコ T/G(Turbo Generator)プラントと同様に蒸気タービンの出力向上

に当てる方法と，②パワータービンに供給し回収した動力を排エコ T/G プラントで発生した蒸

気タービンの動力と合わせて電力回収する STG (Super Turbo Generating)の方法が考えられる

(図２)． 

 
 

 排エコ T/G プラント STG プラント 

図２ ガス抽気した廃熱回収プラント  

 
両者の性能を比較するために，パナマ運河可航船型 6400 台自動車運搬船の主機

7UEC60LSII-Eco 最大出力 14315kW (常用主力 85％)，NOx Tier II 対応の排ガス条件で試算

した結果，排ガス温度の上昇する経年時で比較すると，船内消費電力を排熱回収プラントで賄

える成立限界は，排エコ T/G 採用時に比べて，STG 採用時はより改善され，回収年の短縮化
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が促進される．成立限界以上の主機負荷で運転した際の余剰電力は軸モーター発電機で推

進軸に加勢し更なる省エネ効果を狙うこともできるが，新たに軸発装置を装備することになり，

燃料価格の上昇を見据えた投資対効果を検討する必要がある． 

排熱の温度レベルが高いほど排熱回収は容易となるが，更なる排熱回収の方法として，主

機関のジャケット水を利用し，低沸点媒体でタービンを駆動する ORC (Organic Rankin Cycle)

が検討されている．また，低沸点媒体である冷媒を使用する上での冷媒の選定，船級要件の

確認などの検討が必要である． 

(7) インバータ制御ポンプ 

一般に省エネプラントを考える際に，排熱回収装置を装備して回収率を上げるだけでなく，

いかにして消費電力を下げるかを検討する必要がある．CCS (Central Cooling System)を適用

したプラントでは，海水ポンプをインバータ制御にし，海水温度に応じ回転数を低下させる事で

海水量を低減させ消費電力を低減させる事が可能である． 

当社とエムイーシーエンジニアリングサービス(株)と共同開発したポンプインバータ制御のシ

ステム(MESHIP)の構成を図３に示す．制御の概要としては，清水温度調整弁の弁開度は冷却

清水温度が一定となるよう自動調整され，弁開度は海水温度，船内熱負荷により変化する．本

装置は弁開度が一定の範囲となるように弁開度の信号を制御盤に入力し，海水温度と船内熱

負荷に応じて海水ポンプの回転数を増減させ，吐出量を連続的にかつ最適に流量制御するこ

とで省エネを達成している． 

 
図３ MESHIP システム構成図 

本装置は当社建造の自動車運搬船に搭載され，2009 年２月～５月までの運転データを採

取した結果，主機負荷 50～60％程度で推移し，海水温度 15～28℃の海水温度で，ポンプの

定格入力電力 80.2kW に対し平均の入力電力は 12.5kW となり約 67.7kW の省エネ効果が確

認された．燃料消費量を 1.6 トン/年・kW とすると約 108 トン/年の燃料消費削減効果に相当す

る． 

 


